
  

一 

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
修
正
案 

 

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
修
正
す
る
。 

 

目
次
の
改
正
規
定
の
次
に
次
の
改
正
規
定
を
加
え
る
。 

 

第
一
条
中
「
図
り
、
及
び
原
子
力
事
業
の
健
全
な
発
達
に
資
す
る
」
を
「
図
る
」
に
改
め
る
。 

 

第
三
条
第
一
項
た
だ
し
書
中
「
異
常
に
巨
大
な
天
災
地
変
又
は
」
を
削
る
。 

 

第
七
条
第
一
項
中
「
千
二
百
億
円
」
を
「
十
兆
四
千
億
円
」
に
改
め
る
。 

 

第
十
八
条
の
改
正
規
定
中
「
改
め
る
」
を
『
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
前
二
項
」
を
「
前
各
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第

五
項
と
し
、
同
条
第
二
項
の
次
に
次
の
二
項
を
加
え
る
』
に
改
め
、
同
改
正
規
定
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。 

３ 

審
査
会
は
、
前
項
第
二
号
の
指
針
に
つ
い
て
、
少
な
く
と
も
毎
年
一
回
検
討
を
行
い
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、

こ
れ
を
変
更
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

４ 

審
査
会
は
、
第
二
項
第
二
号
の
指
針
を
定
め
、
又
は
前
項
の
検
討
を
行
う
に
当
た
つ
て
は
、
被
害
者
及
び
そ
の
関
係
者
の

意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

附
則
第
一
条
た
だ
し
書
中
「
限
る
。
）
」
の
下
に
「
、
第
一
条
の
改
正
規
定
」
を
加
え
、
「
附
則
第
三
条
、
第
四
条
、
第
七



 

二 

条
及
び
第
八
条
」
を
「
附
則
第
四
条
、
第
五
条
及
び
第
八
条
か
ら
第
十
条
ま
で
」
に
改
め
る
。 

 

附
則
第
八
条
中
「
第
四
条
及
び
第
六
条
」
を
「
第
三
条
、
第
五
条
及
び
第
七
条
」
に
改
め
、
同
条
を
附
則
第
九
条
と
す
る
。 

 

附
則
第
七
条
の
う
ち
第
七
章
中
第
百
五
十
七
条
の
次
に
二
条
を
加
え
る
改
正
規
定
中
「
附
則
第
四
条
」
を
「
附
則
第
五
条
」

に
改
め
、
附
則
第
七
条
を
附
則
第
八
条
と
し
、
附
則
第
三
条
か
ら
第
六
条
ま
で
を
一
条
ず
つ
繰
り
下
げ
る
。 

 

附
則
第
二
条
の
見
出
し
を
削
り
、
同
条
中
「
原
子
力
事
業
者
を
い
う
。
」
の
下
に
「
附
則
第
十
条
第
二
項
に
お
い
て
同

じ
。
」
を
加
え
、
同
条
を
附
則
第
三
条
と
し
、
附
則
第
一
条
の
次
に
次
の
見
出
し
及
び
一
条
を
加
え
る
。 

（
経
過
措
置
） 

第
二
条 

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
そ
の
発
生
の
原
因
と
な
っ
た
異
常
に
巨
大
な
天
災
地
変
が
生
じ
た
原
子
力
損
害
（
原
子
力
損

害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
原
子
力
損
害
を
い
う
。
附
則
第
十
条
第
一
項
及
び
第
二
項
に
お
い
て

同
じ
。
）
の
免
責
に
つ
い
て
は
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
同
法
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の

例
に
よ
る
。 

附
則
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。 

（
検
討
） 



  

三 

第
十
条 

政
府
は
、
少
な
く
と
も
三
年
ご
と
に
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に
伴
う

東
京
電
力
株
式
会
社
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
事
故
（
次
項
及
び
第
四
項
に
お
い
て
「
平
成
二
十
三
年
原
子
力
事
故
」
と

い
う
。
）
に
よ
り
生
じ
た
原
子
力
損
害
の
額
を
踏
ま
え
、
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律

第
七
条
第
一
項
の
賠
償
措
置
額
の
引
上
げ
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と

す
る
。 

２ 

政
府
は
、
速
や
か
に
、
平
成
二
十
三
年
原
子
力
事
故
に
係
る
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
実
施
の
状
況
等
を
踏
ま
え
、
原
子
力

損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
国
の
援
助
を
受
け
る
原
子
力
事
業
者
の
株
主
そ
の
他
の
利
害
関
係
者

の
負
担
の
在
り
方
そ
の
他
の
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
制
度
の
在
り
方
に
つ
い
て
抜
本
的
な
見
直
し
を
含
め
検
討
を
行

い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 

３ 

政
府
は
、
速
や
か
に
、
原
子
力
事
故
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
国
の
責
任
の
在
り
方
を
明
確
に
す
る
観
点
か
ら
、
国
の
責

任
に
お
い
て
行
う
被
害
者
の
救
済
に
係
る
制
度
等
に
つ
い
て
検
討
を
行
い
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る

も
の
と
す
る
。 

４ 

政
府
は
、
前
二
項
の
検
討
を
行
う
に
当
た
っ
て
は
、
平
成
二
十
三
年
原
子
力
事
故
の
被
害
者
及
び
そ
の
関
係
者
の
意
見
を



 

四 

反
映
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。 


